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２）日本の株式・債券市場

出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
※現地通貨ベース ＊ ▲はマイナスを表します。

１）先週の市場動向

≪株式≫
日本株式市場（日経平均株価）は、前週末比で下落しました。
米金融引き締めが長期化するとの懸念から、前週末の米国株式市場が下落し
た流れを受け、週初は小幅に下落しました。11月の米消費者物価指数
（CPI）の上昇率が市場予想を下回り、米国の利上げが長期化するとの懸念が
後退すると上昇したものの、12月の米連邦公開市場委員会（FOMC）で米連
邦準備制度理事会（FRB）が金融引き締めを継続する姿勢を示すと、利上げ
にともなう景気減速懸念が意識され下落し、週末の終値は、およそ１ヵ月ぶ
りの安値となりました。

1,450

1,650

1,850

2,050

2,250

22,500

24,500

26,500

28,500

30,500

9/16 10/12 11/7 12/3

日経平均株価（左軸） ＴＯＰＩＸ（右軸）

（月/日）

（円） （ポイント）データ期間：2022年9月16日～2022年12月16日（日次）



≪ 株式 ≫
米国株式市場（NYダウ）は、前週末比で下落しました。
11月の米CPIの伸びが市場予想を下回り、FRBによる利上げの長期化懸念が
後退すると、週前半は上昇しました。その後、12月FOMCで引き続きタカ派
（金融引き締め推進派）的な姿勢が示されたことや、11月の米小売売上高が
市場予想以上に低下したことから下落しました。週末も、FRB高官の発言を
受け、積極的な利上げ継続にともなう景気減速が意識され下落しました。

４）外国為替市場≪債券≫
日本債券市場（10年国債金利）は、前週末比で横ばいとなりました。
日銀が年度内にも大規模な金融緩和策の修正を行うとの思惑から、上昇する
場面もあったものの（価格は下落）、日銀による指し値オペ（公開市場操
作）の実施で、長期金利の上昇は抑えられ、週間では前週末比で横ばいとな
りました。

5）今週の見通しについて
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３）米国の株式市場
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出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
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FRBの金融政策の先行きをめぐり、上下に振れやすい展開が続いています。
13～14日に開催されたFOMCでは、大方の市場予想通り0.5％の利上げが
決定されました。前会合から利上げ幅は縮小されたものの、パウエルFRB議
長の会見では、金融引締めを維持する姿勢が示されました。また、市場が注
目するFOMCメンバーによる2023年末の利上げの最終到達点は5.1%と、
前回9月見通し(4.6%)から引き上げられたことから、市場では利上げの継続
が改めて意識されました。市場の関心は、利上げ停止時期とその先の利下げ
の可能性に移りつつあるとみられ、引き続き物価や景気関連の経済指標に注
目が集まりそうです。
今週は日銀金融政策決定会合が開催されますが、黒田日銀総裁の任期を来
年3月に控え、政策は現状維持される見込みです。なお、外国人投資家が休
暇に入り始めるため、薄商いとなることが予想され、年末にかけて個別銘柄
を物色する動きが強まり、株式市場は方向感の出にくい展開となりそうです。

米ドル/円相場は、前週末比で横ばいとなりました。
11月の米CPIや小売売上高などの重要な米経済指標や、FOMCの結果を受け、
日米金利差をにらみながら、週を通じて一進一退の展開となりました。
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商 号 等：ニッセイアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者
関東財務局長（金商）第369号
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【当資料に関する留意点】

• 当資料は、市場環境に関する情報の提供を目的として、ニッセイアセットマネジメントが作成したものであり、特定の有価証券等の勧誘を目的とするものでは
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• 当資料に投資信託のグラフ・数値等が記載される場合、それらはあくまでも過去の実績またはシミュレーションであり、将来の投資収益を示唆あるいは保証す
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